
１． はじめに

官庁営繕部は，国家機関の建築物（以下「官庁

施設」という）を整備し，常に適正な機能を維持

できるよう保全指導を行うとともに，技術基準の

作成等を行っています。近年は，官庁施設におけ

る防災・減災対策として，防災拠点となる官庁施

設の防災機能の強化などに取り組んでおり，その

概要をご紹介したいと思います。

２． 必要な耐震安全性の確保

「災害対策基本法」（昭和３６年法律第２２３号）に

基づき作成された「防災基本計画（平成２４年９月

最終改定 中央防災会議）」において，「いったん

被災した場合に生じる機能支障が災害応急対策活

動等にとって著しい妨げとなるおそれがあるも

の，（中略），多数の人々を収容する建築物等につ

いては，重要度を考慮し，高レベルの地震動に際

しても他の構造物・施設等に比べ耐震性能に余裕

を持たせることを目標とする」こととされていま

す。

また，「官公庁施設の建設等に関する法律」（昭

和２６年法律第１８１号）に基づき制定した「国家機

関の建築物及びその付帯施設の位置，規模及び構

造に関する基準」（平成６年建設省告示第２３７９号。

以下，「位置・規模・構造の基準」という）では，

官庁施設の種類に応じた耐震安全性を確保するこ

とを求めています。

耐震安全性の確保に当たっては，構造体のみな

らず建築非構造部材，建築設備も含めた総合的な

対策が必要です。特に，災害応急対策活動に必要

な官庁施設については，大規模地震発生時にその

機能を十分に発揮できるようにしなければなりま

せん。

このため，官庁営繕部では，整備等を所掌する

施設のうち災害応急対策活動に必要な官庁施設等

（２，６５３棟，約７７０万m２）について，耐震診断結果

等を公表し，平成２７年度末までに，全ての既存不

適格建築物について建築基準法に基づく耐震性能
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図―１ 耐震化率の推移と目標
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の確保を目指すとともに，官庁施設の耐震基準を

満足する割合が，現状の８６％（図―１，表―１。

平成２５年３月時点）から少なくとも９割（面積

率）に達するよう耐震化を進めているところです。

３． 官庁施設の防災機能強化

東日本大震災による地震動と津波の被害を受け

た庁舎では，行政機能の継続や災害応急対策活動

の展開に支障が生じ，「東日本大震災からの復興

の基本方針」（平成２３年７月２９日東日本大震災復

興対策本部）において，「災害時に地方公共団体

等を支援する観点から，国の庁舎等について，耐

震化をはじめとする防災機能の強化を図る。」と

されました。

また，内閣府において東日本大震災を踏まえた

南海トラフ巨大地震対策や首都直下地震対策が検

討されるなど，巨大地震の発生が懸念されてお

り，切迫性が高く甚大な被害が想定される東海地

震，東南海・南海地震，日本海溝・千島海溝周辺

海溝型地震，首都直下地震等の大規模地震につい

て，応急対策の強化などが進められています。

このため，災害応急対策活動に必要な官庁施設

については，耐震安全性の確保等により防災機能

強化を図るほか，高層庁舎における非常用エレベ

ーターの長周期地震動対策を実施しています。ま

た，既存庁舎における大規模天井の落下対策を講

じるなどにより，防災拠点機能の強化を図ること

としています。

特に，霞が関地区の官庁施設については，引き

続き総合的な耐震安全性を確保していくととも

に，主要庁舎について，新たに想定された地震波

で解析を行い，首都直下地震に対する構造体の安

全性を確認することとしています。

４． 官庁施設の津波対策の推進

東日本大震災における官庁施設の津波被害およ

び「津波対策の推進に関する法律」（平成２３年法

律第７７号）を踏まえ，津波襲来時において一時的

な避難場所の確保による人命の救済に資するとと

もに，防災拠点としての機能維持と行政機能の早

期回復を図るため，官庁施設における津波対策を

総合的かつ効果的に推進する必要があります。

「大津波等を想定した官庁施設の機能確保の在

り方について」（平成２５年２月１８日社会資本整備

審議会答申）では，ソフト対策（避難計画の策定

等）とハード対策（改修等）の一体的な実施によ

る津波防災機能強化の考え方や，津波防災診断の

実施等の既存施設への具体的対策の必要性が示さ

れました（図―２）。

官庁営繕部では，本答申を踏まえ，平成２５年３

月に営繕関係基準類の見直しを行っています。

「位置・規模・構造の基準」については，官庁施

設整備に当たって考慮すべき災害に津波が含まれ

ることなどを明示し，「官庁施設の基本的性能基

準」については，津波に対する性能に関する規定

を追加しました。また，「官庁施設の総合耐震計

画基準」については，基準名称を「官庁施設の総

合耐震・対津波計画基準」とし，津波対策や長時

間・長周期地震動対策などを追加しました。さら

に，既存官庁施設への津波防災に係る診断につい

ては，新たに「官庁施設の津波防災診断指針」を

策定しました。

これらを踏まえ，官庁施設を新たに整備する場

合は，改定後の基準等に基づき適切な対策を講じ

るとともに，既存官庁施設についても津波防災診

表―１ 耐震化済の官庁施設

区分 公表施設
耐震化済施設

（平成２４年度末） 率（面積）

�類
約２４５万m２

（１５９棟）
約２０２万m２

（１１６棟）
８２％

�類
約２１６万m２

（９３３棟）
約１８６万m２

（８２２棟）
８６％

�類
約３０８万m２

（１，５６１棟）
約２７５万m２

（１，４３２棟）
８９％

合計
約７７０万m２

（２，６５３棟）
約６６２万m２

（２，３７０棟）
８６％
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断を実施し，所要の対策を講じる必要がありま

す。

５． 業務継続のための取り組み

中央防災会議が策定した「首都直下地震対策大

綱」（平成１７年９月）および「首都直下地震応急

対策活動要領」（平成１８年４月）において，首都

中枢機関は業務継続計画を策定するとされたこと

から，平成２０年末までに全ての中央省庁において

業務継続計画が策定され，現在は地方支分部局に

おいて業務継続計画策定の取り組みがなされてい

るところです。

業務継続が確実に行われるためには，官庁施設

が発災時においても有効に機能する必要があるこ

とから，国土交通省では，発災時に必要となる施

設機能を施設管理者が確保する手法を示し，各省

各庁の業務継続力の向上に資することを目的に

「業務継続のための官庁施設の機能確保に関する

指針」（平成２２年３月）をとりまとめました。

各省各庁においては，業務継続計画を実現性の

高い計画とするため，東日本大震災の被害状況を

踏まえつつ，本指針を活用し，発災時における官

庁施設の執務スペースや電力・給排水等の基幹設

備機能等，施設機能の確保を的確に図っていただ

くことが重要です。

また，「首都直下地震対策について（中間報

告）」（平成２４年７月１９日中央防災会議防災対策推

進検討会議首都直下地震対策検討ワーキンググル

ープ）では，政府全体としての業務継続体制のさ

らなる充実・強化等が提言されています。「中央

省庁業務継続計画の充実・強化に向けた当面の取

組方針（第２次，第３次）」（平成２４年５月２９日，

８月８日首都直下地震対策局長級会議申合せ）で

は，このような提言を尊重し，電力の確保等につ

いて着実な実施を図ることとされています。

現行の「業務継続のための官庁施設の機能確保

に関する指針」は，平成２２年３月にとりまとめら

れたもので，当時の想定による首都直下地震を基

図―２ 官庁施設における津波対策の概要
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本的な対象事象としています。東日本大震災で，

津波の被害を受けた庁舎において，「行政機能の

継続」や「災害時応急活動」に支障が生じたこと

を踏まえ，地震以外の自然災害への対応の検討が

必要となっています。

このため，津波，火山災害等の災害事象による

施設機能への影響の把握と，これらの災害事象に

応じた業務継続に必要な施設機能の確保方法の検

討を行うこととしています。また，首都直下地震

についても，「より過酷な被害様相の想定」に対

して必要となる施設機能の確保方策の検討を行う

こととしており，これらの検討結果を踏まえて指

針を改定する予定です。

６． 被災情報収集等の効率化

官庁施設は災害時においても業務を継続できる

ことが不可欠であることから，官庁営繕部では，

災害発生直後から，施設の被害状況の把握に努め

るとともに，施設管理者に対して，施設使用可否

の判断や応急措置の立案などについての支援を行

っています。しかしながら，現状は被災情報の収

集に時間を要しており，施設管理者からの情報も

主観的なものや断片的なものも多いため，被災状

況の迅速かつ正確な把握に課題があります。

そこで，使用可否判断に係る助言等のために各

省庁から収集すべき被災情報，被災情報を収集す

るための報告様式や通信手段等，被災情報を効率

的かつ確実に共有するための体制・バックアップ

手法等について検討し，被災情報を迅速かつ正確

に把握し，関係者間で共有するためのルール作り

に着手しました。

７． 帰宅困難者対策

東日本大震災の発生により，首都圏では帰宅困

難者対策が問題となりました。今後首都直下地震

等の大災害が発生した場合，各入居官署が非常時

優先業務を実施しながら，一時的に帰宅困難者を

受け入れることも考えられます。その際の施設管

理者の速やかな対応を可能とするため，官庁営繕

部では「官庁施設における帰宅困難者対応マニュ

アル作成の留意事項」（平成２４年１月）を作成し，

各省各庁への周知に努めています。

８． おわりに

「官公庁施設の建設等に関する法律」の第４条

において，「庁舎は，国民の公共施設として，親

しみやすく，便利で，且つ，安全なものでなけれ

ばならない」とされています。災害時において

も，頼りにされる存在となるよう，官庁施設にお

ける防災に関する各種業務について，防災・減災

に向けた改善を継続的に実施していきます。
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